
神奈川県域図

No.5 二級河川 不動川 河川改修事業

ア）不動川は、平塚市上吉沢付近に源を発し、大磯町国府本郷で葛川に合流する、延長3.8km、流域
面積13.5km2の二級河川である。

イ）本河川の流域は、平塚市、大磯町の１市１町である。
ウ）本河川の流域内には、JR東海道新幹線、JR東海道本線、自動車専用道路、国道、県道等の交通

網が発達している。また、本河川を横断する国道１号は災害時の緊急交通路指定想定路として
位置づけられている。

◆ 事業概要

【再評価】

１．概要
１）全体の概要

ア）評価対象区間は、長谷川合流点から谷戸川合流点までの0.34ｋｍであり、時間雨量50mmの降
雨に対応できるよう川幅を広げ、護岸整備などを行う。

イ）なお、平成16年度までに長谷川合流点より下流の整備が概ね完了している。

２）評価対象事業の概要
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【再評価】R5 No.5 二級河川 不動川 河川改修事業

事業地周辺図
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ア）県の計画︓・神奈川県地域防災計画 〜風水害等災害対策計画〜
「第2編 風水害対策編 第1章 災害に強いまちづくり 第3節 治水対策」に位置づけ

・かながわの川づくり計画
「都市河川重点整備計画（新セイフティリバー）」対象河川に位置づけ

イ）町の計画︓・大磯町地域防災計画 〈風水害等災害対策編〉
「第1章 災害に強いまちづくり 第3節 水害予防に関する計画」に位置づけ

ウ）その他 ︓・葛川水系流域治水プロジェクトに位置づけ

３）評価対象事業の位置づけ

不動川
計画降雨強度 50mm/hr
年超過確率 1/5

都市河川重点整備計画（新セイフティリバー）対象河川

都市河川重点整備計画（新セイフティリバー）
過去の大雨で水害が発生した河川や都市化の進展
が著しい地域を流れる18河川について重点的に
整備を進める。平成22年策定。
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・昭和10年度 浸水被害発生（浸水被害292戸）
・昭和58年度 台風第5号等による浸水被害発生（浸水被害120戸）
・平成02年度 豪雨による浸水被害発生（床上浸水20戸、床下浸水13戸）
・平成16年度 台風第22号等による浸水被害発生（床下浸水8戸）
・平成17年度 評価対象区間 事業着手
・平成20年度 評価対象区間 再評価実施
・平成25年度 豪雨による浸水被害発生（床上浸水1戸、床下浸水14戸）

評価対象区間 再評価実施
・平成26年度 台風第18号による浸水被害発生（浸水被害1戸）
・平成29年度 豪雨による護岸崩壊 、鋼矢板の転倒等被害発生
・平成30年度 評価対象区間 再評価実施
・平成31年度 河川整備計画の策定

２．事業の経緯や必要性
１）経緯

ア）不動川は、流下能力が不足していることから、台風等の大雨で浸水被害が発生しており、被害の
軽減が必要である。

イ）流域で開発が進み、河川への流出量が増大したことから、改修の必要性が高くなった。

２）必要性

３．事業の目的
河川改修を推進し、都市の治水安全度の向上。

４．事業の内容
１）事 業 区 間 ︓長谷川合流点〜谷戸川合流点
２）事 業 延 長 ︓0.34km
３）主 な 工 種 ︓護岸工、橋梁架替工
４）計画降雨強度︓54mm/hr
５）年 超 過 確 率 ︓1/5
６）計 画 高 水 ︓100m3/s（評価対象区間）

５．事業実施にあたって配慮した項目
１）治水上支障となっている国府橋の架け替えについて、橋を管理する大磯町の道路拡幅事業と協調

して実施するにあたり、通行止めによる施工について地元の理解を得るなどにより、工期の短縮、
地元への影響を最小限にとどめることとした。

２）工事にあたっては、自然生態系の再生・保全や景観を考慮し、護岸には自然石を使用した環境型
コンクリートブロックを使用した。
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【再評価】 R5 No.5 二級河川 不動川 河川改修事業

環境型ブロックを使用した護岸

評価対象区間
L=0.34km

流量配分図 単位：m3/sec
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標準断面図

平面図
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【再評価】 R5 No.5 二級河川 不動川 河川改修事業

国府橋上流付近

改修前
改修後

凡 例
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（１）事業の必要性に関する視点

ア）地域の状況

① 事業を巡る社会経済情勢
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・浸水が想定される区域の周辺には、大磯町の指定緊急避難場所である大磯町立国府小学校、月京会
館、地域の重要な防災拠点となる大磯町消防署国府分署がある。

イ）地元の意識

ウ）事業地の状況

・本河川が流れる平塚市、大磯町は、地元住民の人命及び財産の保護のため、事業の早期完成を望ん
でいる。

・昭和51年度の市街化率は23％、平成28年度での市街化率は27％と市街化率の上昇は見られ、不動
川流域の市街化が進行している。

【再評価】 R5 No.5 二級河川 不動川 河川改修事業

◆ チェックリスト

出典︓国土交通省 国土地理院「国土数値情報 土地利用細分メッシュデータ」
「国土数値情報 都市地域土地利用細分メッシュデータ」

不動川流域の土地利用変還

昭和５１年 平成２８年

市街化率︓２3％ 市街化率︓２7％

Ｎ Ｎ

凡例
土地利用図
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■総合的な効果

・本事業により降雨時における河川の水位上昇を抑えることで、水防活動の支援業務や、避難所の設
置・運営などの災害対策の実施に伴う行政コストの削減が期待できる。

② 事業の投資効果等
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■費用対効果
総費用 C＝ 25.6億円

総便益 B＝ 275.8億円

・事業費 ︓
・維持管理費 ︓
・被害防止便益 ︓
・残存価値 ︓

23.2億円
2.4億円

274.9億円
0.9億円

費用便益比 Ｂ／Ｃ ＝ 275.8／25.6 ＝ 10.8（社会的割引率４％）
経済的内部収益率（EIRR） 48.3％

・未整備時に、計画の対象規模の洪水が発生した場合、浸水が想定される区域は約5.0ha、区域内人
口は約380人、そのうち要配慮者数は約130人、家屋のコンセントが浸水すること等により停電の
影響を受ける人口※は約140人と推計されるが、本事業を実施することによって、これらの被害を
防止することができるため、地域住民の水害に対する不安が軽減される

ア）行政コストの削減

イ）安全・安心・利便性

【再評価】 R5 No.5 二級河川 不動川 河川改修事業

※浸水想定範囲内の浸水深を基に推計
・浸水深70cm以上（コンセント浸水）︓戸建て住宅及び集合住宅の1階が停電
・浸水深100cm以上（受変電設備浸水）︓集合住宅の2階以上が停電

計画対象規模の洪水が発生した場合の浸水範囲及び被害状況
N N【整備前】 【整備後】

評価対象区間
L=0.34km月京会館

国府小学校

大磯町消防署国府分署

大磯町役場国府支所

・国府橋前後は河川断面が狭いボトルネック箇所となっており、それらが原因となり浸水することか
ら、事業実施により安全性の向上が期待できる。

評価対象区間
L=0.34km月京会館

国府小学校

大磯町消防署国府分署

大磯町役場国府支所

整備前
約5.0ha
約380人
約130人
約140人

項目
浸水面積

浸水区域内人口
要配慮者数
停電影響人口

整備後
約0ha
約0人
約0人
約0人

浸水面積
項目

浸水区域内人口
要配慮者数
停電影響人口



（２）事業の進捗の見込みの視点
① 事業の進捗状況
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② これまでの課題に対する取り組み状況
・地元の意向を踏まえ、通学に利用されている人道橋2橋（馬場橋、生沢通学橋）の架替を先行して

行った。
・治水上支障となる国府橋の架替に必要な用地取得について、大磯町から協力を得るなど精力的に取り

組んだ結果、用地取得が完了した。令和３年に大磯町と協調した地元住民説明会を開催し、令和５年
から令和６年で架替工事を行う旨を説明している。

・馬場橋上流右岸において用地買収が難航した箇所があったが、護岸形状の一部変更を行うことで河積
断面を確保することとし、令和７年度中の完成を目指している。

③ 関係する地方公共団体等の意見
■大磯町︓
・国府橋の架替とあわせた河川整備について早期完成が望まれている。

前回再評価時（H30） 今回再評価時（R5） 前回再評価時からの変化
事業化年度 平成17年度 平成17年度 −
用地着手年度 平成17年度 平成17年度 −
工事着手年度 平成17年度 平成17年度 −
進捗率 82％ 78％ 4％減
供用率 66％ 91％ 25％増
用地取得率 97％ 100％ 3％増

残事業の内容 用地取得、護岸工、
橋梁架替工

護岸工、
橋梁架替工 用地取得が完了

完成年（予定） 令和5年度 令和7年度 2年延伸
事業期間 19年 21年 2年延伸（10.5%増）
事業費（単純合計） 10億円 14億円 4億円増（40%増)
基準年 平成30年 令和5年 再評価時の年度
B／C 21.3 10.8 10.5減
総費用（現在価値）

事業費
維持管理費

16.3億円
14.7億円
1.6億円

25.6億円
23.2億円
2.4億円

9.3億円増

総便益（現在価値）
被害防止便益

残存価値

347.3億円
347.2億円
0.1億円

275.8億円
274.9億円
0.9億円

71.5億円減

【再評価】 R5 No.5 二級河川 不動川 河川改修事業

※B/C算定時の氾濫シミュレーションは、河川改修の事業効果を把握するために行ったものであり、
洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保すること等を目的とした水防法に基づく洪水浸水想定区域とは
異なる。

計算条件 B/C算定時の氾濫シミュレーション 水防法に基づく洪水浸水想定区域
（令和1年12月20日公表）

降雨 評価対象事業の目標とする降雨
50mm/時間（年超過確率1/5）

長期的な目標とする降雨
94mm/時間（年超過確率1/50）

区間 評価対象区間
および下流整備済み区間の一部 全区間（県管理区間）

※市町村は、県が作成した洪水浸水想定区域図を基に避難所等の情報を加えたハザードマップを作
成・公表している。（https://disaportal.gsi.go.jp/ 国土交通省HP）

（変化した理由）
・用地交渉難航による事業期間の延伸
・建設発生土処分費用の増加、用地取得難航による護岸形状変更などによる増額
・基準年の見直しによる総費用の増加
・費用便益分析マニュアルの改定に伴う各種原単位の見直しに（農地・農業用施設等被害算定方法の変更）よる便

益の減少

https://disaportal.gsi.go.jp/
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継続

【理由】
本事業は、河道の流下能力の不足から浸水被害が発生している中、

河道改修を実施して、治水安全度の向上を図るなどの必要性に変化は
なく、重要性は依然として高いことから、事業を継続する必要性があ
ると判断する。

◆ 対応方針（案）

（３）コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点
■コスト縮減方策︓
・護岸整備を実施するにあたって発生した土砂を深掘れ箇所へ埋め戻すことにより発生土を抑制し、

コスト縮減を図る。また橋梁架け替えにあたり、大磯町との協調によって、通行止めによる施工が
可能となり、仮橋の施工や借地の省略が可能となった。

■代替案立案等の検討︓
・一部用地が取得できなかった箇所において、護岸形状の一部変更を行うことで整備が可能となった

ため、現計画による整備が最善である。

【再評価】 R5 No.5 二級河川 不動川 河川改修事業

馬場橋上流（未整備箇所）

現況写真

国府橋（架替え予定）

③ 今後のスケジュール
・引き続き事業を継続し、令和7年度の完成を目指す。

国府橋下流（整備済箇所）

年度
項目

R5
(2023)

R6
(2024)

R7
(2025)

用地取得 前回
今回

橋梁架替工 前回
今回

護岸工 前回
今回

国府橋上流（整備済箇所）


